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Pros: 規模を上げられる。
Cons: しかし、研究シーズをオープンにすると、教員が関係
する企業が複数になり、産学連携本部が仲介しなければなら
ない契約数は個別である数倍に増えるばかりでなく、教員が
抱える利益相反も増える。さらに、関与する教員が増えれば、
利益相反は益々複雑化することは避けられない。また、本来
のアカデミア研究活動にも⽀障が出る可能性もある（特に学
⽣や研究員がオープンイノベーションに関わることになれば、
その利益相反の複雑さのみならず、教育にすら影響を与える
レベルに達する）。
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Pros: 教員と１企業が共同研究を開始する
場合、⼤学の産学連携本部が仲介して契約
する。その際、利益相反は、教員対企業１
社であり、そこさえしっかり管理していれ
ば、問題が起きることはない。
Cons: 規模が⼩さい。

ロイヤリティ

従来型の企業との共同研究（オープンイノベーションへの難しさ）
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Pros: 教員が⼤学発ベンチャーを起業した場合（⼤学の産学連携
本部が仲介して契約する必要はない）、技術ライセンスを担う
TLOがベンチャーと契約する。その際の利益相反は、教員対ベン
チャーだけ。特にベンチャーと教員の間に研究資⾦が流れなけれ
ば、⼤きな利益相反が起きる可能性は極めて低い。ベンチャーは、
キャピタル等で獲得した資⾦をもとに、研究開発を進める。
Cons: ベンチャーの成功確率は低い。研究資⾦がベンチャーと教
員の間に流れると、利益相反は最⾼レベルに上がり、注意が必要。

Pros:ベンチャーは、企業と⾃由に契約し、共同開発を進
めることができる（研究でなく、開発であることに注⽬）。
オープンイノベーションになっても、基本的に教員・⼤学
が関わる部分は変化しない。すなわち、ベンチャーが技術
シーズをオープンにすることで、共同開発の幅を広げるこ
とになり、それだけ⼤学・TLOに⼊るロイヤリティのパイ
プが太くなる。
Cons: ベンチャーの成功確率は低いが、このモデルだと確
⽴は遙かに上がる。

ペプチドリーム型ビジネスモデル

⼤学発ベンチャーを基軸としたオープンイノベーション（ペプチドリーム型ビジネスモデル）
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Pros: オープンイノベーション機構は、企業との共同開発を担う機関として特化する（基礎研究は⾏わな
い＝基礎研究と開発研究を分離する）。利益相反は個々の研究者レベルではなく、企業と機構の間でコン
トロールできるため、最低限しか起こらない。機構での開発成果は、企業にライセンスすることで迅速に
事業化する。あるいは、その成果をもとに企業と共にスピンオフベンチャーを起業し、その技術に特化し
た事業化を⽬指すことができる。
Cons: 機構での経営⼿腕が問われる。機構を⽴ち上げるための初期投資が⼤学には必要となる。教員から
の技術提供が困難な場合（不⼗分な場合）があり得るàコンソーシアムで克服。

新型オープンイノベーション（組織対組織）

オープンイノベーション機構
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・開発資⾦（直接経費と間接経費の
⼀部）は、機構で雇⽤した機構研究
員への⼈件費、および機構内での開
発研究に充てる。教員の研究室には
開発資⾦は流れない。
・企業からの開発資⾦には、企業か
ら派遣される⼈材も含まれる。
・機構では、複数の技術シーズを適
切に組み合わせることも担う。また、
企業からのニーズ発掘も担う。
・機構は、産学連携本部と連携し、
契約の責任を負う。
・機構と研究員の間で利益相反ルー
ルを結ぶことで、企業との個別的な
利益相反が起きないようにする。
・共同開発がうまく進んだ場合は、
技術ライセンスだけでなく、スピン
オフベンチャーも視野に⼊れること
ができる。
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D オープンイノベーション機構への橋渡しをするコンソーシアム

先鋭化学コンソーシアム
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研究室４

研究室３

研究室２

研究室１

部局Ａ

部局Ｂ

部局Ｃ

研究員・学⽣

研究員・学⽣

研究員・学⽣

研究員・学⽣

研究
・バーチャルコンソーシ
アムとして運営。
・部局から研究室の⼀部
（研究員・学⽣）を移設
する。
・コンソーシアムでは、
「基礎研究」と「イノ
ベーションへの橋渡し研
究」を推進する。
・研究は、原則として
JSTやAMED等の受託研究
費で進める。
・分散している機器の共同
利用を最大活用する。
・研究室間の共同研究を
活発化する。なお、共同
研究は化学に限定しない。

教育
・アカデミア、産業界の２極ではなく、その両方に
またがることのできる人材を育成する場とする。
・組織内では英語を公用語とするなど、国際的な
人材を育成する場としても活用

寄附

Pros: オープンイノベーションへの橋渡し研究をす
る組織としてつくり、研究室間の共同研究も活性化
た教育も含めた研究を進める。企業が直接関与し
てこないことからも、利益相反が起きる可能性は低
く、またアカデミアの研究の自由が守られ、且つ特
許は大学からだけ申請することになるため、オープ
ンイノベーションになる前に利益の源を確保できる。
Cons: 資⾦をもつ研究室が中⼼となる。
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・オープンイノベーションでは複雑な利益相反が起きうる可能性が⾼く、そのマネージメン
トする組織、仕組としてOI機構が不可⽋（部局負担、個⼈研究者での対応では不可能）

・オープンイノベーションの特化したOI機構は、⼤学の「研究と教育を担う」部局等の組織
とは独⽴した組織として機能する必要があり、その基盤になる初期経費は不可⽋。（ただし、
企業àOI機構の資⾦基盤が確⽴できれば、その運営費は不要となる可能性が⾼い。）

・OI機構には、研究⼈材と資⾦のマネージメントはもちろんのこと、各研究者の技術の融合
といった「オープンイノベーションマネージメント」を担う経営的な視点をもつ⼈材が必要。

・ OI機構は、企業・⼤学の共同開発からスピンオフベンチャーをつくる⼈材も育成する。

オープンイノベーションを可能にし、活性化するためのポイント


